
資料１ 

京都府流域下水道事業経営審議会 
第1回投資部会 

令和２年８月２７日  
京都府 
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６．耐水化 

７．今後必要投資額の見通し 
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 議論すべき事項（イメージ） 

 下水道事業をめぐる主要な課題に対する対応について議論 
・人口減少、開発動向を踏まえた流入下水量等の予測と妥当性、新規整備の必要性 
・増加する浸水被害への対策 
・目標使用年数の検討及び施設の維持水準、優先度、耐震化対策も含めた施設更新 

・持続的事業経営のための取組み （新技術導入、規模見直し、事業間連携） 

・職員の減少と技術承継                       など 

○新規整備・改築更新について、今後10年間程度で実施が想定される事業について、
以下の考え方により投資規模を試算する。 

・施設増設、耐震化等については、流入水量の見込み、事業の必要性、優先順位、投
資規模等を踏まえて必要な事業を試算。 

・改築更新については、ストックマネジメント計画の考え方に基づき投資規模を試算 

・着手済みの事業については、継続して実施することを基本として投資試算を実施。 

（継続の必要性については、京都府における事業評価の考え方に基づき、別途投資部会で議論いただく予定） 

○持続的事業経営のための取組み等については、第2回以降に議論する予定。 

（参考）経営戦略の策定にあたり、議論すべき事項 （第1回経営審議会 資料２より） 

【１．投資試算の考え方（案）】 

3 



投資試算（案）の妥当性（新規整備の必要性、改築更新の考
え方等を含む）について、ご意見をお願いいたします。 

 

○施設整備 

 →実施中の事業に加え、将来の流入水量を踏まえた洛南浄化センターE2系増設等を 

  実施するため、必要額を計上 

○改築更新 

 →ストックマネジメント計画の考え方に基づき、平均56.5億円/年のペースで実施 

○耐震化・耐水化 

 →対応必要箇所を抽出し、必要額を計上 
 

⇒ 今後10年間の投資額は毎年概ね82億円（令和2年度当初予算と同規模） 

【１．投資試算の考え方（案）】～今回審議いただきたいこと～ 

投資試算（案）の概要 

今回ご意見をいただきたいこと 
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【２．現在実施中の事業】 ～京都府の流域下水道事業～ 

桂川右岸流域下水道 

木津川流域下水道 

宮津湾流域下水道 

木津川上流流域下水道 

   桂川右岸流域下水道 

   木津川流域下水道 

   宮津湾流域下水道 

   木津川上流流域下水道 

   下水道事業実施中 

Ｈ５～  
処理人口約３万人 
○関連市町 
 ・宮津市 
 ・与謝野町 

Ｓ６１～ 処理人口約３７万人 
○関連市町 
 ・京都市  ・宇治市 
 ・城陽市  ・八幡市 
 ・京田辺市 ・木津川市 
 ・久御山町 ・井手町 

Ｈ１１～ 
処理人口約９万人 
○関連市町 
 ・木津川市 
 ・精華町 

○４流域で流域下水道事業（汚水）を実施 

○桂川右岸流域では雨水事業（いろは呑龍トンネル）を実施 

Ｓ５４～ 
処理人口約３６万人 
○関連市町 
 ・京都市 
 ・向日市 
 ・長岡京市 
 ・大山崎町 
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※事業費は決算額 

○平成10年がピーク（木津川上流浄化センターが平成11供用開始） 

○事業費ピークから20年が経過し、今後老朽化施設が増加 

○特に処理場施設（機械・電気）は標準耐用年数が15年程度であり、老朽化が深刻 

下水道事業費（京都市除く） 

約20年が経過 洛西浄化センター供用 
昭和54年度 

洛南浄化センター供用 
昭和60年度 

宮津湾浄化センター供用 
平成4年度 

木津川上流浄化センター供用 
平成11年度 

いろは呑龍トンネル北幹線供用 
平成13年度、平成23年度 
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【２．現在実施中の事業】 ～流域下水道事業費の推移①～ 

桂川中流浄化センターを 
南丹市へ移管 
平成28年度 

桂川中流浄化センター供用 
平成10年度 



○近年流域下水道事業費は増加（R元年度はＨ25年度の約２倍）。 

○現在は、いろは呑龍トンネル及び、木津川流域水処理施設増設工事に予算を重点 

 配分し、改築更新を抑えている。 
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【２．現在実施中の事業】 ～流域下水道事業費の推移②～ 

安田修正（本文） 
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○洛西浄化センターは供用40年が経過し、耐用年数を過ぎた機械設備・電気設備の割
合が年々増加しており、順次改築更新工事を実施。 

○令和2年度は、受変電設備と汚泥脱水設備の更新を実施。 

【２．現在実施中の事業】（汚水）～桂川右岸流域 改築更新～ 
安田修正（本文） 



○全体計画の施設が完成済み。 
○今後人口が減少していくと推計される。 
○処理人口、汚水量とも微増であるが、今後、大幅な流入量の増加は見込めないこと 
 から、当面水処理施設の増設予定なし。 

 全体計画4系列中3系列供用済み。 
 汚水処理人口及び汚水量はH29をピー
クに減少が始まっており、また、行政人
口の減少が著しい地域である。  
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 接続率が99%に達しており、汚水処
理人口の増加は見込めない。 
 今後は新たな開発はあるが大幅な人口
増加が見込めないことから、流入汚水量
の大幅な増加は見込めない。 
→現有処理能力で処理可能と予想。 
 （現有処理能力：211,000㎥/日) 

 汚水処理人口及び汚水量はH29をピー
クに減少が始まっており、また、行政人
口の減少が著しい地域である。  
 今後は流入汚水量の大幅な増加は見込
めない。 
→現有処理能力で処理可能と予想。 
   （現有処理能力：15,000㎥/日) 

【２．現在実施中の事業】（参考）桂川右岸流域の状況  

安田修正（タイトル
＋本文） 

全体計画通りやら
ないことを公式に
表明して問題はあ

るか？ 

行政人口 

出典  2015年：国勢調査、2020～2045年：国立社会保障・人口問題研究所 人口推計 

人口推計手法 将来の出生、死亡、ならびに国際人口移動について仮定を設け、 これらに基づいて市区
町村別に将来人口について推計  

接続人口 



【２．現在実施中の事業】（汚水）～木津川流域 増設～ 
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系列毎に供用年次を記載 

水処理施設C1系傾斜板（令和３年度完成予定） 

水処理施設C2系傾斜板（令和２年度完成予定） 

水処理施設E1系 
増設中 

○新名神高速道路全線供用や関西文化学術研究都市関連等の急激な開発により、処理
能力の逼迫に対応するため、水処理施設Ｅ１系増設工事を実施中。（令和４年度完成
予定） 

○当面の水量増を補うため､Ｃ系に新技術である｢傾斜板沈殿分離装置｣を設置工事中。 

安田修正（タイトル
＋本文） 

傾斜板沈殿分離装置 

（JS新技術Ⅰ類） 

水処理施設急速ろ過増設（令和４年度完成予定） 

A B D 



○これまで人口は、年間１％程度伸びているが、汚水量は、年間２％程度伸びている 

 全体計画4系列中3系列供用済み。 
 汚水処理人口及び汚水量はH29をピー
クに減少が始まっており、また、行政人
口の減少が著しい地域である。  
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 接続率が99%に達しており、汚水処
理人口の増加は見込めない。 
 今後は新たな開発はあるが大幅な人口
増加が見込めないことから、流入汚水量
の大幅な増加は見込めない。 
→現有処理能力で処理可能と予想。 
 （現有処理能力：211,000㎥/日) 

 汚水処理人口及び汚水量はH29をピー
クに減少が始まっており、また、行政人
口の減少が著しい地域である。  
 今後は流入汚水量の大幅な増加は見込
めない。 
→現有処理能力で処理可能と予想。 
   （現有処理能力：15,000㎥/日) 

【２．現在実施中の事業】（参考）木津川流域の状況  

安田修正（タイトル
＋本文） 

行政人口 

出典  2015年：国勢調査、2020～2045年：国立社会保障・人口問題研究所 人口推計 

人口推計手法 将来の出生、死亡、ならびに国際人口移動について仮定を設け、 これらに基づいて市区
町村別に将来人口について推計  

接続人口 
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【２．現在実施中の事業】（汚水）～木津川流域 増設～ 

○ここ10年間で汚水量が人口増加率を上回る年2.0％のペースで増加。 

補足） 
・処理能力142,700m3/日は、処理能力（公称）152,700m3/日から場内返送水（約10,000m3/日）を控除したもの。 
・汚水量の年間平均伸び率①（10年間）：約2.0％/年 
・汚水量の年間平均伸び率②（5年間） ：約1.6％/年 
・処理人口の年平均伸び率③（10年間）：約1.0％/年 

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

処理人口 328,481 332,468 339,095 349,395 353,227 356,275 362,102 364,921 369,498 372,028 373,756 374,645 374,524

103,399 104,611 105,123 111,062 114,754 116,503 117,052 115,391 121,324 123,602 125,397 125,385 126,658

日最大流入量 155,399 191,385 166,666 192,408 201,957 401,033 486,979 244,184 273,580 212,686 267,213 347,404 226,895

晴天時日平均流入量 101,103 101,328 102,038 106,785 109,995 112,311 112,750 112,809 116,646 119,096 120,567 120,606 121,975

晴天時日最大流入量 118,516 114,414 114,478 122,254 124,799 125,528 134,199 119,875 130,347 129,492 140,885 142,140 136,340

現況施設処理能力（返流水10,000m3除く）

○　洛南浄化センター　流入下水（晴天時水量）の推移
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101,103 101,328 102,038 

106,785 
109,995 

112,311 112,750 112,809 

116,646 
119,096 120,567 120,606 

121,975

118,516 

114,414 114,478 

122,254 
124,799 125,528 

134,199 

119,875 

130,347 129,492 

140,885 
142,140 

136,340

300,000

310,000

320,000

330,000

340,000

350,000

360,000

370,000

380,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

処

理

人

口

日

平

均

流

入

水

量

晴天時日平均流入量 晴天時日最大流入量 処理人口

（ｍ3/日） （人）

処理能力（142,700m3/日)

伸び率①（10年間） 

伸び率②（5年間） 

伸び率③（10年間） 



100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

水
量

（
m

3
/
日

）

処理能力（既設） 処理能力（増設） 日平均流入水量（推計）

日最大流入水量（推計） 日最大水量（直近10年トレンド推計1） 日最大水量（直近10年トレンド推計2）
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既設処理能力
142,700m3/日 

E1系増設
22,500m3/日 

E1系増設中 
（R5年供用開始予定） 

C1,C2系への傾斜板設置 
⇒処理能力不足を補完 

※トレンド推計１：実績の日最大水量の線形近似、トレンド推計２：実績の日平均水量の線形近似÷Ｒ１実績変動率 

165,200m3/日 

142,700m3/日 

【２．現在実施中の事業】（汚水）～木津川流域 増設～ 

○現有の処理能力（142,700m3/日）に対して、流入水量が逼迫している。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幹線管渠二条化工事 

特別名勝 
天橋立 

阿蘇海 

宮津湾 

与謝野町 

宮津市 

宮津市 

T 

凡 例 

計画処理（排水）区域 

行政区域界 

幹線管渠（敷設済） 

幹線管渠（二条化計画区間） 

幹線管渠（二条化完了区間） 

幹線管渠更生工事 

 
○宮津湾流域下水道の管渠は全体31.1kmあり、そのうち7.4km(24%)が圧送管。 
○腐食環境下の既設管渠について、圧送管区間は二条化。その他区間は点検により 
 老朽化の著しい箇所について、管更生を実施中。 
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【２．現在実施中の事業】(汚水)～宮津湾流域二条化・改築更新～ 



○全体計画４系列のうち３系列の施設が完成済み。 
○処理人口、汚水量とも、減少が始まっており、大幅な流入量の増加は見込めないこ
とから、当面水処理施設の増設予定なし。 

 全体計画4系列中3系列供用済み。 
 汚水処理人口及び汚水量はH29をピー
クに減少が始まっており、また、行政人
口の減少が著しい地域である。  
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 接続率が99%に達しており、汚水処
理人口の増加は見込めない。 
 今後は新たな開発はあるが大幅な人口
増加が見込めないことから、流入汚水量
の大幅な増加は見込めない。 
→現有処理能力で処理可能と予想。 
 （現有処理能力：211,000㎥/日) 

 汚水処理人口及び汚水量はH29をピー
クに減少が始まっており、また、行政人
口の減少が著しい地域である。  
 今後は流入汚水量の大幅な増加は見込
めない。 
→現有処理能力で処理可能と予想。 
   （現有処理能力：15,000㎥/日) 

【２．現在実施中の事業】（参考）宮津湾流域の状況  

安田修正（タイトル
＋本文） 

行政人口 

出典  2015年：国勢調査、2020～2045年：国立社会保障・人口問題研究所 人口推計 

人口推計手法 将来の出生、死亡、ならびに国際人口移動について仮定を設け、 これらに基づいて市区
町村別に将来人口について推計  

接続人口 
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○関西文化学術研究都市関連の開発により汚水量が増加し、処理能力が逼迫している
ことから、平成25年度から６系･７系水処理施設増設に着手し、6系は平成30年度
に供用。 

○７系は躯体が完成しており、他の大規模事業（呑龍・洛南E1）がピークを過ぎた
段階で、引き続き設備工事を実施していく。 

水処理施設７系 
増設中 

【２．現在実施中の事業】（汚水）～木津川上流流域 増設～ 

６・７系土木施設 
（H27完） 

６系設備（H30完） 

７系設備 

安田修正（タイトル
＋本文） 

     1系 
     2系 
     3系 
     4系 
     5系 

6系 
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○人口の増加が見込まれていることや、流入汚水量が年間2.0％程度伸びている地域 
 である。 
○今後も流入汚水量の増加が見込まれる。 

【２．現在実施中の事業】（汚水）～木津川上流流域 増設～ 

安田修正（タイトル
＋本文） 

  

補足） 
・汚水量の年間平均伸び率（10年間）：約2.0％/年 
・処理人口の年平均伸び率（10年間）：約2.6％/年 

接続人口 行政人口 

出典  2015年：国勢調査、2020～2045年：国立社会保障・人口問題研究所 人口推計 

人口推計手法 将来の出生、死亡、ならびに国際人口移動について仮定を設け、 これらに基づいて市区
町村別に将来人口について推計  
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○2025年（R7年）まで人口が増加予定。 

○新たに関西文化学術研究都市等の開発が行われれば、処理能力が逼迫。 

 →７系増設完成による能力増強 
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既設処理能力
31,680m3/日 

7系増設
5,380m3/日 

31,680m3/日 

37,060m3/日 

7系増設予定 
（R4～R6） 

学術研究都市の開発に伴う 
水量増加が見込まれる 

⇒7系増設で対応 

関西文化学術研究都市の新規施設立地（事業計画より） 
 木津川市：木津南地区、木津中央地区、木津北地区 
 精華町：狛田東地区、狛田西地区（他地区の面積按分より） 

※トレンド推計１：実績の日最大水量の線形近似、トレンド推計２：実績の日平均水量の線形近似÷実績変動率 

【２．現在実施中の事業】（汚水）～木津川上流流域 増設～ 



 北幹線第３号・乙訓ポンプ場内 

■排水面積   約 1,421ha 
■対策量    約 24万m3 

■計画対象降雨  61.1mm/時（1/10確率規模） 
■幹線管渠   全体延長 約9.0km 北幹線(内径φ3.0～8.5m)延長4,919m 
                 南幹線(内径φ3.5m)   延長4,068m 
■事業費    約450億円 
■事業経過   平成13年 北幹線第１号管渠供用開始 
        平成23年 北幹線第２号、３号管渠供用開始 
■事業計画   令和3年春 南幹線暫定供用（桂川へ毎秒10m3放流） 
        令和5年度 完成（雨水調整池を整備） 

○京都市、向日市、長岡京市を対象とした雨水対策事業（桂川右岸流域下水道事業） 
○全体約９kmの幹線管渠と呑龍ポンプ場で対策量約24万m3とする計画。 

○平成７年度から事業着手し、北幹線約５kmを供用し、貯留量10.7万m3を確保。 
○南幹線は令和３年春暫定供用、令和５年の完成を予定。 

  公共下水道接続施設 
6箇所 (H30～R5) 

桂川右岸流域下水道（雨水）事業 

 建設中の呑龍ポンプ場 

〔北幹線〕

北幹線
（第1～3号管渠）

南幹線管渠
（シールドトンネル）

調整池

〔対策量〕

107,000m3

〔対策量〕

41,000m3

〔対策量〕

41,750m3

107,000m3

196,450m3

238,200m3

呑龍ポンプ場

〔対策量〕48,450m3

【
貯
留

】

〔南幹線〕

《
対
策
量
》

桂川へ放流

現況 R2暫定供用時 R5完成時

ポンプ増設
【
流
下
】

■対策量 
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【２．現在実施中の事業】（雨水）～いろは呑龍トンネル～ 



○実施中の主要事業 
 
・桂川右岸流域下水道（汚水） 
 ：老朽化施設の改築更新を実施中 
 
・木津川流域下水道 
 ：水処理施設E1系増設を実施中 
 
・宮津湾流域下水道 
 ：圧送管二条化、管更生による腐食対策を実施中 
 
・木津川上流流域下水道 
 ：水処理施設7系増設を実施中（今後、設備工事を実施） 
 
・桂川右岸流域下水道（雨水） 
 ：いろは呑龍トンネル事業（南幹線）を実施中 
 
→これらについては、引き続き事業を推進することとして、投資試算に計
上する。 
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【２．現在実施中の事業】 ～まとめ～ 

安田修正（本文） 



【３．施設増設】 ～必要性の整理～ 
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現状分析と今後の施設整備方針 

 将来の人口動向を把握し、今後の整備や開発、接続率などを勘案し将来
の流入汚水量を予測 

 新規開発などの水量増加要因⇒施設増設や新技術導入による対応 
 人口減少などの水量減少要因⇒既存ストックの活用 

汚水量予測 

既存施設能力の評価 

今後の施設整備方針 ＜留意点＞ 
 既存ストックを最大限に有効活用する観点 
 改築更新時の機能維持 
 処理全体の効率化の観点（広域化・共同化等） 
 設備の改築時期に合わせた耐震化対策の実施 

＜検討項目＞ 
 ➣高度処理導入による処理能力の減少 
 ➣水処理施設の改築更新時の処理能力の低下 

＜検討項目＞ 
 ➣将来人口の動向 
 ➣今後の整備や開発の動向 

今後の施設整備におけるポイント 
 既存ストックを最大限に有効活用して諸課題を解決 
 改築等で必要となる機能維持のための施設能力の確保 
 集落排水施設の統合やし尿・浄化槽汚泥の受入等の 
    施設全体の効率化 
 設備の改築時期に合わせた耐震化対策の実施 

今後の施設整備におけるポイント 
 日変動への対応 
 開発等に伴う水量増への対応 
 高度処理化 
 老朽化対策、耐震化 
 広域化・共同化 

○将来の流入水量を把握したうえで、既存の施設能力を評価するとともに、改築 
 更新等への対応も含めて必要な施設規模を判断していく必要がある。 



【３．施設増設】 （参考）将来流入水量の推計方法 
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将来流入量算出の条件設定 

行政区域内人口（処理区域内人口） 

汚水量原単位（汚水量÷水洗化人口） 

処理人口（整備済み区域の人口） 

開発水量等 

将来水洗化人口 

処理人口×接続率 

将来日最大流入水量 

⇒社人研推計値（2015～2045年）をもとに、流域
毎に人口を配分し設定 

⇒直近10年間の平均値により設定（工場排水量を除
く汚水量を水洗化人口で除して算出） 

接続率（水洗化人口÷処理人口） 

⇒ほぼ整備が完了しているため、処理人口＝行政
区域内人口として設定 

⇒直近10年の推移をもとに線形近似を行い、将来
値を推計（上限100％） 

変動率（日平均／日最大） 

⇒最新の事業計画の計画値または近年の実績水量
より設定 

⇒関連市町の計画値等より設定 

将来日平均流入水量 
（工場排水量・開発水量除く） 

将来日平均流入水量 
（工場排水量・開発水量含む） 

水洗化人口×汚水量原単位 

日平均流入水量÷変動率 

工場排水量 

⇒関連市町の計画値より設定 

 今回検討では、社人研の推計人口を採用し、接続率を考慮する。 

   （各流域で策定した事業計画では、関連市町の独自の人口推計等を採用しているものもある） 



大阪府 

滋賀県 

福井県 

兵庫県 

木津川流域下水道 

奈良県 
木津川上流流域下水道 

京都府全図 

○木津川流域では、新名神高速道路や 

 関西文化学術研究都市関連の様々な 

 開発が各地で進められており、近年 

 流入量が著しく増加 

○今後も伸びが続くと予測  
＜主な開発エリア＞ 

 ①城陽新市街地 

 ②関西文化学術研究都市（南田辺・狛田地区） 

 ③城陽市東部丘陵地 

 木津川流域は、新名神高速道路の 

整備(令和５年度全線供用)に伴う企 

業の進出や、関西文化学術研究都市 

の開発等により、近年流入量が著し 

く増加し続けているエリアであり、 

今後も開発が続くことが予想され
る。  
＜主な開発エリア＞ 

 ①城陽新市街地 

 ②関西文化学術研究都市（南田辺・狛田地区） 

 ③城陽市東部丘陵地 

【３．施設増設】 ～木津川流域下水道 開発の状況～ 
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①城陽新市街地（サンフォルテ城陽） 

 Ｈ２９年に開通した新名神高速道路城陽JCT・ICに隣接した優れた立地特性を生
かし、工業系・流通系を中心とした大規模施設やサービス機能を集積した沿道商業
施設の開発がここ数年で急速に進展。 

日本郵便㈱ 
H30.2.19開局 

日本郵便 
輸送㈱ 

調整池 

公園 

城陽ＩＣ 

Joshin城陽インター店 
H29.10.27ｵｰﾌﾟﾝ 

城陽新市街地付近図 

至 城陽ＪＣＴ 

面積：約１９．８０ha 

経過：平成24年７月 都市計画決定 

     （市街化区域編入、土地区画整理事業等） 

   平成25年12月 事業計画決定（土地区画整理事業） 

   平成27年７月 造成工事着手 

   平成29年２月 １２区画すべてで企業立地が決定 

   平成29年４月 新名神高速（城陽～八幡京田辺間）開通 

   平成30年３月 全進出企業に土地の引渡し完了               

事業の名称：久世荒内・寺田塚本地区土地区画整理事業 

施 工 者：城陽市 

施 工 面 積：約１９．８０ha 

施 工 期 間：平成２５年度～平成３５年度 

参   考：全進出企業に土地の引き渡し完了 

      １２区画すべてで企業立地が決定 

Ｈ３０年１１月 
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＜進出企業（すべて決定済）＞ 

Ｈ２９年４月 

出典：城陽市広報 

【３．施設増設】 ～木津川流域下水道 主な大規模開発①～ 
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JR三山木 

三山木 

近鉄宮津 

精華下狛IC 

② 
③ 

④ 

①整備済 

⑤ 

洛南浄化ｾﾝﾀｰ
へ流入 

木津川上流浄化
ｾﾝﾀｰへ流入 

 ＜補足＞ 
 ・①は整備済、②～⑤は今後新たに整備 
 ・洛南浄化センターへの流入は②③のエリア  
   

2020年3月末現在 およそ10年間で研究開発型企業を 
中心に91施設に倍以上の増 

②関西文化学術研究都市（南田辺・狛田地区） 

 関西文化学術研究都市では、世界をリードする研究機関や研究開発型企業が多数
進出しており、今後10年程度で「南田辺・狛田地区」の新たな開発が予定  

大学・その他 
 
 
 
研究開発型企業 
 
 
 
研究施設 

サ
ー
ド
ス
テ
ー
ジ
開
始 
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91 

学研都市内（京都府域）の立地施設数 

＜南田辺地区（木津川流域エリア）＞ 

  ①南田辺北 約６３ha（整備済） 

  ②南田辺西 約６０ha 

  ③南田辺東 約３５ha 

    合計 約１５８ha（うち、９５ ha が未整備） 

【３．施設増設】 ～木津川流域下水道 主な大規模開発②～ 
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③城陽市東部丘陵地（全体約４２０ha） 

 新名神高速道路（令和５年度全線開通）や新たな地域の幹線道路整備が予定され
ており、広域圏からの利用も踏まえたアウトレットモール等の大型商業施設、研究
業務施設、物流拠点施設など大規模なまちづくりが進められている。  

出典：城陽市東部丘陵地整備計画【見直し版】（Ｈ２８年５月 城陽市）  

＜先行整備地区（２地区）＞ 
 （市街化区域編入済：Ｈ28年5月） 
 

 ①長池地区 
  商業施設：プレミアム・アウトレット 
  面積：約２７ha 
  予定：２０２０年８月 着工 

      ２０２４年春  開業予定          

① ② 

アウトレットモール 
完成予想図 

②青谷地区 
 物流拠点施設 
 面積：約４１ha 
 予定：２０２４年春 まちびらき（目標）                

新名神高速道路 
（令和５年度全線開通） 

宇治田原ＩＣ（仮称） 

長池地区（アウトレット） 
青谷地区（物流拠点） 

（補足）東部丘陵地の整備エリアには、下水道計画区域外のエリアも含まれている。  

城陽SIC（仮称） 

【３．施設増設】 ～木津川流域下水道 主な大規模開発③～ 



流域下水道事業（汚水） 木津川流域 増設 

系列毎に供用年次を記載 

系列 処理方式 処理能力（m3/日） 

ＡⅠ 標準活性汚泥法 24,000 

ＡⅡ 凝集剤併用型ステップ流
入式多段硝化脱窒法 

16,500 

系列 処理方式 処理能力（m3/日） 

ＢⅠ 嫌気・硝化内生脱窒法 16,500 

ＢⅡ 嫌気・硝化内生脱窒法 16,500 

系列 処理方式 処理能力（m3/日） 

ＣⅠ 凝集剤併用型 
循環式硝化脱窒法 

19,800 

ＣⅡ 凝集剤併用型 
循環式硝化脱窒法 

19,800 

系列 処理方式 処理能力（m3/日） 

ＤⅠ 凝集剤併用型 
循環式硝化脱窒法 

19,800 

ＤⅡ 凝集剤併用型 
循環式硝化脱窒法 

19,800 

Ａ系 Ｂ系 Ｃ系 Ｄ系 

系列 処理方式 処理能力（m3/日） 

ＥⅠ 
(整備中) 

凝集剤併用型ステップ 
流入式多段硝化脱窒法 

22,500 

ＥⅡ 凝集剤併用型ステップ 
流入式多段硝化脱窒法 

22,500 

※ＥⅡ系は計画諸元より 

【３．施設増設】～洛南浄化センターの状況～ 
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ストックマネジメント計画に基づき、5か年で実施す

べきとしている施設のうち、水処理能力の逼迫に
より対応できていない設備は以下の通り 
 
B系（6池分）：エアレーションタンク機械設備 
        エアレーションタンク電気設備 
D系（6池分）：エアレーションタンク機械設備 
        エアレーションタンク電気設備 

ＡⅠ：高度処理化未対応 

ＢⅠ、ＢⅡ：段階的高度処理 

Ｅ系 



○水量増への対応 

 ・開発に伴う水量増加が著しく､整備中のE1系列まででは処理能力の余裕が無く 

  なる見通し。 

 ・時間変動や雨天時浸入水の影響も大きい。 

 

○老朽化対策 

 ・処理能力が逼迫しているため、１系列の運転を止めて実施する必要がある水槽内 

  の機械設備の更新が実施できない。 

 

○高度処理化 

 ・大阪湾・淀川流域別下水道整備総合計画に基づき、窒素、リン除去のための高度 

  処理化が位置付けられているが、A１系においては未対応。（B系については段 

  階的高度処理を実施中） 

 ・下流は大阪・兵庫1100万人の水道水源となっており、良好な水質保全が責務。 

  特にアンモニア性窒素の排出は浄水処理への影響を与えることから注意が必要。 

 ・処理能力が逼迫しているため、高度処理化に着手できない。 

時間変動、雨天時浸入水等について
は、スライドのみで示すか？ 
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【３．施設増設】 ～洛南浄化センターにおける課題～ 



100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

水
量

（
m

3
/
日

）

処理能力（既設） 処理能力（E1増設） 処理能力（E2増設）

日平均流入水量（推計） 日最大流入水量（推計） 日最大水量（直近10年トレンド推計1）

日最大水量（直近10年トレンド推計2）
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既設処理能力
142,700m3/日 

E1系増設
22,500m3/日 

E2系増設
22,500m3/日 

E2系増設予定 
（R5～R9） 

【事業計画（Ｒ６年）】 
日最大流入水量 

171,600m3/日 

【全体計画（Ｒ１２年）】 
日最大流入水量 

189,800m3/日 

Ｅ２系増設のみ 

E1系増設中 
（R4年供用開始予定） 

※トレンド推計１：実績の日最大水量の線形近似、トレンド推計２：実績の日平均水量の線形近似÷Ｒ１実績変動率 

142,700m3/日 

187,700m3/日 

165,200m3/日 

【３．施設増設】 ～処理能力と汚水量の伸び①～ 

○E1系の完成により一定の余裕が出来るが、その後、余裕が無くなる見通し。 
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日平均流入水量（推計） 日最大流入水量（推計） 日最大水量（直近10年トレンド推計1）

日最大水量（直近10年トレンド推計2）
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既設処理能力
142,700m3/日 

↓ 
137,200m3/日 
（Ｂ系設備更新中） 

↓ 

136,100m3/日 
（Ｄ系設備更新中） 

E1系増設
22,500m3/日 

E2系増設
22,500m3/日 

E2系増設予定 
（R5～R9） 

B系設備改築更新（R5～R10） 

Ｂ系設備更新に伴う 
処理能力の低下 
▲5,500m3/日 

【事業計画（Ｒ６年）】 
日最大流入水量 

171,600m3/日 

【全体計画（Ｒ１２年）】 
日最大流入水量 

189,800m3/日 

Ｂ系設備改築更新（R5～10）、Ｄ系設備改築更新（R11～12）のみ実施する場合（Ａ系高度処理化を先送り） 

E1系増設中 
（R4年供用開始予定） 

※トレンド推計１：実績の日最大水量の線形近似、トレンド推計２：実績の日平均水量の線形近似÷Ｒ１実績変動率 

D系設備改築更新（R11～R12） 

Ｄ系設備更新に伴う 
処理能力の低下 
▲6,600m3/日 

159,700m3/日 

142,700m3/日 

182,200m3/日 

181,100m3/日 

【３．施設増設】 ～処理能力と汚水量の伸び②～ 

○これまで処理能力の余裕がなく水処理系設備の改築更新が先送りになっている。 

 →処理能力に余裕のあるタイミングで改築更新を進める。 

○E2系を整備しないと、Ｄ系以降の改築更新が実施できなくなる恐れがある。 

・場合によっては2系列実施 
・E2系がないと改築更新が出来ない 

処理能力の範囲で最大限実施 
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処理能力（既設） 処理能力（E1増設） 処理能力（E2増設）

日平均流入水量（推計） 日最大流入水量（推計） 日最大水量（直近10年トレンド推計1）

日最大水量（直近10年トレンド推計2）
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既設処理能力
142,700m3/日 

↓ 
129,200m3/日 

（Ｂ系設備改築更新 
＋Ａ１系高度処理化中） 

↓ 
128,100m3/日 

（Ｄ系設備改築更新 
＋Ａ１系高度処理化中） 

E1系増設
22,500m3/日 

E2系増設
22,500m3/日 

E1系増設中 
（R4年供用開始予定） 

E2系増設予定 
（R5～R9） 

A1系高度処理化 
（R10～R12） 

Ａ１系高度処理化に伴う 
処理能力の低下 
▲8,000m3/日 

【事業計画（Ｒ６年）】 
日最大流入水量 

171,600m3/日 

【全体計画（Ｒ１２年）】 
日最大流入水量 

189,800m3/日 

Ｂ系・Ｄ系設備更新とＡ１系高度処理化を両方実施する場合 

Ｂ系設備更新に伴う 
処理能力の低下 
▲5,500m3/日 

※トレンド推計１：実績の日最大水量の線形近似、トレンド推計２：実績の日平均水量の線形近似÷Ｒ１実績変動率 

Ｄ系設備更新に伴う 
処理能力の低下 
▲6,600m3/日 

B系設備改築更新（R5～R10） D系設備改築更新（R11～R12） 

159,700m3/日 

142,700m3/日 

174,200m3/日 173,100m3/日 

【３．施設増設】 ～更新等工事時における処理能力低下③～ 

○E2系を増設することで、改築更新とあわせて A1系高度処理化も実施できるよう 

 になる見通し（E2系がないと先送りにせざるを得なくなる）。 



E2整備、高度処理化、改築更新につい
て、 
水量グラフの中で図示 
E2なしの場合、高度処理化・改築更新が
いつになるかを示す。 

長期で水量が大幅に減っても、雨天時浸
入水対策用に老朽化した既存系列を調
整池化することが可能 

○木津川流域下水道 
・水量増への対応 

・高度処理化 

・老朽化対策 

・雨天時浸入水対策 

・日変動への対応 

 

あらゆる手段を検討し、日々の水量への対応
を凌いでいるのが現状。 

E1系の完成により一定の余裕はできる見込
みであるが、水量の伸びは当面続く見通しで
あり、必要な改築更新や高度処理化の対応を
行うのは困難。 

流入水量の状況には引き続き注視していく必要があるが、E1系増設
後速やかにE２系増設に着手する必要性が高いと考えられる。 

＜水量増への対応＞ 

 ・今後も当面の間、開発に伴う水量増加が続くと想定され、整備中のE1系が完成しても処理能
力に余裕がなくなる見通し。 

＜老朽化対策＞ 

 ・水処理能力の逼迫により老朽化対策を実施できていないB系・D系設備について、処理能力に
余裕のあるタイミングで対策を実施する必要がある。 

 ・B系水処理設備については、E1系増設後のタイミングで実施することが想定される。 

 ・Ｄ系水処理設備については、さらに処理能力を高めないと実施できなくなる恐れ。 

＜高度処理化＞ 

 ・水処理能力を確保して実施する必要があり、最速で実施するためには、E2増設後速やかに着
手する必要がある。 
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【３．施設増設】 ～まとめ～ 

○洛南浄化センターにおいては、逼迫する水処理能力を増強するとともに、対応が遅
れている老朽化対策を速やかに実施することが喫緊の課題。 

○高度処理の位置づけもあり、速やかに実施していく必要がある。 

○これらの課題への対応を踏まえると、速やかにE2系を増設することが望ましい。 



【４．改築更新】 ～流域下水道施設の現状～  

○下水道施設は耐用年数が土木施設より大幅に短い機械・電気設備を多く有しており、 
 より計画的な改築更新が求められている。 
○目標耐用年数を超過する施設が４流域合計で全体の2４％を占めており、喫緊な対 
 策が必要。 

標準耐用年数 目標耐用年数

監視制御設備 15年 22年

汚水ポンプ設備 15年 30年

焼却設備 10年 15年

土木施設・管渠 50年 70年

・標準耐用年数：国土交通省で定められた標
準的な年数 (H28.4.1付け通知） 
・目標耐用年数：実績等から標準の1.5倍か
ら2倍を設定 〈耐用年数の設定例〉 

※目標耐用年数の設定例 
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4流域計 



【４．改築更新】 改築更新費（耐震化含む）の推移 

○平成１２年度より施設の老朽化に伴う改築更新を実施。 

○現在は雨水事業等に重点的に予算配分しており、改築更新費は最低限に抑えている。 
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洛西浄化センター 
改築更新工事開始 

耐震化工事 
着手開始 

耐震化工事 
がピーク 

（百万円） 

年度 

○洛西浄化センター 
 ・中央監視制御装置 
 ・焼却炉設備更新 

○洛西浄化センター 
 ・受変電設備 
 
 
○洛南浄化センター 
 ・中央監視制御装置 
 ・汚泥濃縮設備 

○洛西浄化センター 
 ・水処理施設A系 
 ・耐震化（水処理、第１ポンプ 
  管理棟他） 
○洛南浄化センター 
 ・水処理施設A系 
 ・耐震化（水処理、第１ポンプ他） 
○宮津湾浄化センター 
 ・中央監視制御装置 
 ・耐震化（管渠他） 
○木津川上流浄化センター 
 ・耐震化（管渠他） 

○洛西浄化センター 
 ・焼却炉設備 
 ・中央監視制御装置 
 
○洛南浄化センター 
 ・送風機設備 
 
○宮津湾浄化センター 
 ・管更生 
 ・耐震化（中継ポンプ場他） 



Ⅳ 9 11 14 16

Ⅲ 4 7 13 15
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【４．改築更新】 ～改築更新の考え方①～ 

○全ての施設を対象に、経過年数（発生確率）と設備の重要性（影響度）から優先度 
 を判定し、改築を行う設備を抽出。 
○優先度１（リスク大）の施設から、順次更新していく。 

優先度（リスク）＝発生確率×影響度 ＜影響度の評価視点＞ 

＜発生確率の評価視点＞ 
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影響度 

「影響度」=α×「機能面」+β×「能力面」+γ×「コスト面」 にて算出 

※出典：京都府既往ストックマネジメント計画報告書より、例えば「桂川右岸流域下水道ストックマネジメント計画策定業務委託報告書平成30年3月」 

Ⅰ 標準耐用年数の2分の1未満である。

Ⅱ 標準耐用年数の2分の1を超過している。

Ⅲ 標準耐用年数は超過するが、目標耐用年数は未超過である。

Ⅳ 目標耐用年数を超過している。

不具合発生確率区分※

リスクスコア※ 区分※

14～16 優先度1

9～13 優先度2

4～8 優先度3

1～3 優先度4
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【４．改築更新】 ～改築更新の考え方②～ 

○優先度の高い施設から計画的に投資し、優先度1の施設を解消させる。 
○点検・調査により、計画期間内にリスクが増加する施設を見直し、対応していく。 

改築更新計画 
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優
先
度
１ 



○各施設の特性に応じて状態監視保全、時間計画保全、事後保全により更新。 

管理方法の設定 
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下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン-2015年版-より 

管理方法の選定フロー 

管理方針 主要耐用設備 適用の考え方

時間計画保全

電気設備

※監視制御設
備、受変電設備
等の主要設備

優先度の高い施設について、劣化状況の
把握・不具合発生時期の予測ができない
設備は一定周期（目標耐用年数）ごとに
更新

 事後保全
上記主要設備以

外の設備等
処理機能への影響及び予算への影響が
小さいもの（優先度が低いもの）に適用

状態監視保全

〔処理場〕
優先度の高い施設について、劣化状況の
把握・不具合発生時期の予測が可能な
設備は、調査を実施し、劣化状況に応じ
更新。

〔管渠〕
腐食環境下については５年に一回、一般
環境下においては、７年に一回調査を実
施し、劣化状況に応じ改築更新。

機械設備
土木施設
建築施設

※焼却炉設備、
ポンプ設備等の

主要設備

【４．改築更新】 ～改築更新の考え方③～ 



○各流域ごとにストックマネジメント計画を策定し、5カ年で対策する施設を定め 
 ている。 
○当面は優先度1施設を解消させ、将来的には、優先度2施設にも着手していく。 
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H30.3策定 

H30.3策定 

R2.3策定 

R2.3策定 

桂川流域下水道　ストックマネジメント計画
実施状況 主要改築工事

3号焼却炉（機械・電気）

中央監視制御設備(1P)

実施中 中央監視制御設備(2P)

自家発電設備

完了

予定

宮津湾域下水道　ストックマネジメント計画
実施状況 主要改築工事

管更生

スクリーンかす設備（機械・電気）

予定 汚泥脱水機設備（機械・電気）

実施中

木津川上流流域下水道　ストックマネジメント計画
実施状況 主要改築工事

実施中 中央監視制御設備

受変電設備

汚泥脱水機設備（機械・電気）
予定

※ ストマネ計画に位置付けられている主要なもののみ記載している。 

木津川流域下水道　ストックマネジメント計画
実施状況 主要改築工事

実施中 受変電設備

監視制御設備

汚泥乾燥機設備（機械・電気）

消化タンク（機械・電気）

B系エアレーションタンク（機械・電気）

予定

【４．改築更新】 ～改築更新の考え方④～ 



【４．改築更新】 優先度（リスク）の推移① 

○ストックマネジメント計画で長期的に必要な投資額をシミュレーション 

○計画的に改築更新を進めることで、長期的にリスクの低減が見込まれる 

 ４流域の投資額計 56.5億円/年  （※Ｒ２年度 13.0億円） 
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桂川右岸流域 

・最低必要投資額（25億円/年） ・最低必要投資額(20億円/年) 

木津川流域 
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※最低必要投資額は、シミュレーションにより長期的でリスクが増加しないために必要な投資額として設定 



【４．改築更新】 優先度（リスク）の推移② 
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宮津湾流域 

・最低必要投資額（４億円/年） 

木津川上流流域 

・最低必要投資額（7.5億円/年） 
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【４．改築更新】 10年後の状況（桂川右岸流域下水道）  

分析結果 

10年後（改築更新実施後） 現状 

〇ストックマネジメント計画に基づく改築更新の実施により、計画期間でリスクの

大きい設備（優先度１の設備）が減少 
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優先度1
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【４．改築更新】 10年後の状況（木津川流域下水道）  

分析結果 

10年後（改築更新実施後） 現状 
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〇ストックマネジメント計画に基づく改築更新の実施により、計画期間でリスクの

大きい設備（優先度１の設備）が減少 



分析結果 

10年後（改築更新実施後） 現状 
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〇ストックマネジメント計画に基づく改築更新の実施により、計画期間でリスクの

大きい設備（優先度１の設備）が減少 

【４．改築更新】 10年後の状況（宮津湾流域下水道）  



【４．改築更新】 10年後の状況（木津川上流流域下水道）  

分析結果 

10年後（改築更新実施後） 現状 
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〇ストックマネジメント計画に基づく改築更新の実施により、計画期間でリスクの

大きい設備（優先度１の設備）が減少 
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【４．改築更新】 ～まとめ～       
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○ストックマネジメント計画に基づき、優先度の高い施設から順次更新。 

 ４流域で長期的に施設のリスクを悪化させないための最低投資額として、 

 56.5億円/年必要。（長期的な見通しを検討） 

 

 必要な最低投資額 

 桂川右岸流域   25億円・・・自家発電設備、受変電設備 等 

 木津川流域    20億円・・・受変電設備、監視制御設備 等 

 宮津湾流域     ４億円・・・管更生、汚泥脱水機設備 等 

 木津川上流流域   7.5億円・・・中央監視設備、汚泥脱水機設備 等 

 

〇令和5年度までは、雨水対策及び施設増設に予算の重点配分が必要であり、 

 令和5年以降に本格的に改築更新工事を増大させていく。 

 



【５．耐震化】 ～下水道施設が有すべき耐震性能について～ 

処理場 

※地震動について 
  ・レベル１地震動 ： 施設の供用期間中に１～２度発生する確率を有する地震による地震動 
  ・レベル２地震動 ： 施設の供用期間内に発生する可能性は低いが大きな強度をもつ地震動 
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管渠 

現状 

当面の目標 
（計画期間） 

○沈殿、消毒のみを行い、簡易放流できる 
 ラインを１ルート確保（概ね確保） 
 （レベル２地震動※に対応） 

○緊急輸送路、鉄道・河川横過部（A区分）を優先的 
  に対策し完了済。 
○その他地震で損傷する可能性が高い脆弱部 
   （水管橋部、液状化層部、圧送部） （B区分)も宮 
     津湾を除き完了済。 

○未対応部分の実施 
○地震時でも水処理が可能な状況に順次  
 整備する。 
※必要な改築更新と合わせ効率的に実施 

○B区分の未対応箇所を実施し完了 
○それ以外の箇所（C区分）は処理上に近い管渠か 
  ら対策を進める 
○関連公共下水道と連携し、耐震化を進める 

○全ての施設においてレベル２地震動に 
  対応するように改築する。 

○関連公共下水道を含め、全ての管路施設の耐震  
  化を図る。 最終目標 



耐震性能有り

63km
耐震性能無し

40km

(A)
10km

(B)
20km

(C)
30km

幹線管渠総延長 103km

(C)
32km

(B)
10km

○管渠は幹線管渠103kmの内63km (61%)が耐震化済。 
 ・緊急輸送路、鉄道及び河川横断部は、優先的に実施し全て耐震化済。 
 ・地震で損傷する可能性が高い脆弱部については、宮津湾管渠の耐震工事を実施中。 

（A）：地震緊急対策整備計画対象区間（緊急輸送路、鉄道及び河川横断部） 
（B）：上記以外で、地震で損傷する可能性が高い脆弱部（水管橋部、液状化層部、圧送部） 
（C）：上記以外 （浄化センターに近い側の管渠から順次対策を進める。） 
（A）→（B）→（C）の順番で順次耐震化工事を実施 

対策方針 
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幹線管渠の現状 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 計

1.6 1.0 14.2 16.8

0 0 12.6 12.6

4.1 9.0 30.7 43.8

0 0 7.1 7.1

3.0 18.8 9.3 31.1

0 10.6 9.3 19.9

1.2 1.9 8.4 11.5

0 0 0.2 0.2

9.9 30.7 62.6 103.2

0 10.6 29.2 39.8

宮津湾流域下水道

木津川上流流域下水道

合計

　　　　　　　　上段：管渠延長（kｍ）
　　　　　　　　下段：うち未耐震区間延長（ｋｍ）

桂川右岸流域下水道

木津川流域下水道

【５．耐震化】 ～管渠の耐震化状況について～ 



【５．耐震化】 ～処理場の耐震化状況（桂川右岸）～ 

１系列確保状況 

○処理場は、簡易放流できる１ラインを概ね確保済。 
○水処理施設建築部分については、施設内の機器更新に合わせ耐震化を実施予定。 

〇沈砂池 
 ・耐震性能有 
〇第１ポンプ棟 
 ・耐震性能有 
〇計量器室 
 ・耐震性能有 
〇A1/2系水処理施設 
 １）最初沈殿池 
   ・建築のみ耐震性能無（L1,2共） 

 ２）生物反応槽 
   ・耐震性能有 
 ３）最終沈殿池 
   ・建築のみ耐震性能無（L1,2共） 

〇塩素滅菌棟 
 ・耐震性能有 
〇放流渠 

 ・耐震性能有（バイパス渠） 
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【５．耐震化】 ～処理場の耐震化状況(木津川）～ 

１系列確保状況 

○処理場は、簡易放流できる１ラインを概ね確保済。 
○耐震性能を有しない分配槽は、新分配槽を増設し対応予定（R3年度完成）。 
○耐震性能を有しない放流渠は、Ｅ系に合わせて増設し対応予定（R４年度完成）。 

宇

治
川
堤
防

京阪電鉄

木

津
川

堤
防

B1

Ｂ２

Ａ１ Ａ４

Ａ２ Ａ３

城南衛管

脱水機棟

ボイラー棟

消化タンク

管理棟

重力
濃縮

水処理施設

脱硫塔

電
気
棟

第
１
ポ
ン
プ
棟

第２ポンプ棟

調圧水槽

乾燥・ガス

発電施設

井水棟

分
配
槽

急速ろ過池

急速ろ過棟

自
家
発
棟

流入調整槽

送風機棟

生物反応槽

脱臭機室 送風機棟

最終沈殿池

最初沈殿池

脱臭機室

（Ａ系統） （Ｂ系統） （Ｃ系統） （Ｄ系統）

機械濃縮

綴喜幹線

宇治幹線

放流

ｴﾚﾍﾞｰﾀ棟

ｴﾚﾍﾞｰﾀ棟

重力
濃縮

消毒棟

余剰ガス
燃焼装置

No.1 No.2

ガスタンク

No.1

（Ｅ系統）
1/2

Ｎ

サッカーグラウンド

サッカーグラウンド

グランド

ゴルフ場

新
分
配
槽

洛南浄化センター 平面図

〇第１ポンプ棟 
 ・耐震性能有 
〇分配槽 
 ・耐震性能無(L１，2共） 
〇導水渠  
 ・耐震性能有 
〇水処理施設D系    
 ・耐震性能有 
〇消毒棟 
 ・耐震性能有 
〇放流渠 
 ・一部耐震性能無（L２未対応） 
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【５．耐震化】 ～処理場の耐震化状況（宮津湾）～ 

１系列確保状況 

○処理場は、簡易放流できる１ラインを概ね確保済。 
○耐震性能を有しない消毒施設は、機器の改築更新時に耐震化を実施予定。 
 消毒施設被災時は、備蓄している固形塩素剤で対応。 

〇獅子崎中継ポンプ場 
 ・耐震性能有 
〇沈砂地棟 
 ・耐震性能有 
〇水処理施設３系    
 ・耐震性能有 
〇塩素滅菌機棟 
 ・耐震性能無（L1、L2共） 
〇放流渠 
 ・耐震性能有 
 
 

宮津湾浄化センター一般平面図 
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【５．耐震化】 ～処理場の耐震化状況（木津川上流）～ 

１系列確保状況 

○第１ポンプ棟は当面可能な箇所を着手し、設備の改築更新と合わせて段階的に実施 
 予定。 
○消毒施設は、新規に増設予定であり、１ライン確保できる（Ｒ３年度設置）。 

〇第１ポンプ棟 
 ・耐震性能無(L1,L2共） 
〇導水渠  
 ・耐震性能有 
〇水処理施設4,5,6系    
 ・耐震性能有 
〇消毒設備 
 ・一部耐震性能無(L2未対応) 
〇放流渠 
 ・耐震性能有 
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・木津川上流流域下水道 
  木津川上流浄化センター 
   第1ポンプ棟は、当面可能な箇所を着手し、順次、設備の改築更新と合わせ 
  て段階的に実施予定。 
   消毒施設を、R3年度に増設予定。 

【５．耐震化】 ～まとめ～ 
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・桂川右岸流域下水道 
  洛西浄化センター 
   今後必要な改築更新と合わせて対応予定。 

・木津川流域下水道 
  洛南浄化センター 
   未対策箇所の実施により令和4年度までに簡易放流できる１ラインを確保する。 

・宮津湾流域下水道 
  宮津湾浄化センター 
   消毒施設の被災時は、当面は固形塩素剤で対応することとし、将来的に機器の 
  改築更新時に実施予定。 
   管渠の二条化をＲ4年度に完了し、Ｂ区間の残り区間及びＣ区間に着手予定。 

・耐震化が必要な箇所を抽出し、必要額を計上（10年間で概ね15億円） 



【６．耐水化】 ～下水施設における耐水化状況～ 
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＜背景＞ 
○平成30年７月豪雨や令和元年東日本台風では、河川の氾濫等による浸水により 
 下水道施設の機能停止が発生。 
○令和元年１２月に国土交通省に設置された「気候変動を踏まえた都市浸水対策に 
 関する検討会」において、耐水化に係る効率的・効果的な対策手法等について検討。 

＜国土交通省：気候変動を踏まえた都市浸水対策に関する検討会（R2.6.18）＞ 
○下水道施設のハード対策(耐水化)において目標とする浸水深は、中高頻度（1/30 
 ～1/80程度）で発生する河川氾濫等を想定して設定することが基本とし、被災 
 時のリスクの大きさを踏まえ、下水道管理者が決定する。 

＜京都府の対応＞ 
○淀川水系については、公表されている1/150年規模の浸水を想定して耐水化の現状 
 を確認し、今後の対応を検討。 
○宮津湾流域については、公表されている想定最大規模の降雨に対して現状を確認。 



【６．耐水化】 耐水化状況 ～桂川右岸流域～ 

処理場 

○建築物等を嵩上げして建設。 
 →計画規模（１／１５０年）の降雨に対して、浸水の恐れなし 

ポンプ場（雨水） 

淀川・宇治川・木津川・桂川浸水想定区域図（計画規模） 

国土交通省近畿地方整備局淀川河川事務所 2017.6.14公表 

洛西浄化センター 

○寺戸川、乙訓ポンプ場 浸水想定区域内であるが、浸水しない高さに電気設備を設置。 

桂川浸水想定区域図（計画規模） 

国土交通省近畿地方整備局淀川河川事務所 2017.6.14公表 

乙訓ポンプ場 
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ポンプ場 

○山城中継ポンプ場 計画規模（１／１５０年）の降雨に対して、浸水の恐れあり 
 →耐水化計画をＲ３年度策定予定 

木津川浸水想定区域図（計画規模） 

山城中継ポンプ場 

国土交通省近畿地方整備局淀川河川事務所 2017.6.14公表 

【６．耐水化】 耐水化状況 ～木津川流域～ 

処理場 

淀川・宇治川・木津川・桂川浸水想定区域図（計画規模） 

国土交通省近畿地方整備局淀川河川事務所 2017.6.14公表 

洛南浄化センター 

○平成12年東海豪雨の降雨に対して、防水扉等を整備して対応しており、計画規模（１／１５０年）に対応。 



【６．耐水化】 耐水化状況 ～宮津湾流域～ 

処理場 
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ポンプ場 

○津波に対して浸水しない場所に施設を建設。 

津波浸水想定区域図 

京都府 2016.3.28公表 

宮津湾浄化センター 

獅子崎中継ポンプ場 

鶴賀中継ポンプ場 

野田川浸水想定区域図（想定最大規模） 

京都府 2018.10.5公表 

堂谷中継ポンプ場 

須津中継ポンプ場 

四辻中継ポンプ場 

○獅子崎、須津中継ポンプ場 浸水しない場所に建設。 
○鶴賀中継ポンプ場 近接の河川（大手川）は１／３０年で改修済。 
○堂谷、四辻中継ポンプ場 想定最大規模の降雨に対して、 浸水の恐れが0.5m未満であるため、優先度は低いが、将来の対策 
 の必要性を検討する。 



処理場 

○既往浸水（昭和５７年台風１０号浸水深さ＋約１．５ｍ）より高い位置に施設を建設 
 →計画規模（１／１５０年）の降雨に対して、浸水の恐れなし 
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ポンプ場 

【６．耐水化】 耐水化状況 ～木津川上流流域～ 

木津川浸水想定区域図（計画規模） 

木津川上流浄化センター 

国土交通省近畿地方整備局淀川河川事務所 2017.6.14公表 

○相楽中継ポンプ場 計画規模（１／１５０年）の降雨に対して、浸水しない場所に建設。 

木津川浸水想定区域図（計画規模） 

国土交通省近畿地方整備局淀川河川事務所 2017.6.14公表 

相楽中継ポンプ場 
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【６．耐水化】 ～まとめ～ 

・木津川流域下水道 
  山城中継ポンプ場について、耐水化計画をＲ３年度策定予定 
  対策方法：耐水扉等 

・宮津湾流域下水道 
  堂谷、四辻中継ポンプ場について、将来の対策の必要性を検討する。 
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【７．今後必要投資額の見通し】 （平準化前：自然体） 
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○改築更新に毎年必要となる58億円を計上。 
○今後１０年間の所要額を算出した結果、近年の予算を超える額がR3～R6年度の4カ年 
   で必要となり、予算確保・事業実施にあたっては平準化を図る必要がある。 

各年度の合計額 11,644 10,432 8,750 8,970 7,900 7,950 6,600 6,100 6,100 6,100 

雨水対策（洛西）及び施設増設（洛南、木津川上流）に重点配分が必要。 

各流域で策定したストックマネジメント計画にもとづいて、最低必要投資額（４流域合計約58億円/年）を計上。 

洛南浄化センターの高度処理化 
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【７．今後必要投資額の見通し】（平準化後：R2予算以下に調整） 

R2年度予算 
（8,200百万円） 

○令和４年度までは雨水対策及び施設増設に重点配分し、早期の効果発現を図る。 
○改築更新は、木津川流域のE1系完成後（R5以降）に本格的に実施し、10年間で約580 
  億円（58億円×10年）を確保してリスクの 低減を図る。 

各年度の合計額 8,200 8,200 8,200 8,200 8,000 8,000 7,986 7,920 7,920 7,920 

経営戦略計画期間（10年間） 流域下水道事業費の推移（過年度） 
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今後10年間の見通し 



○いろは呑龍トンネルは令和５年度全体完成に必要な予算（約３８億円）を配分 

○洛南水処理施設（Ｅ１系）は令和４年度完成に必要な予算（約５０億円）及び

（Ｅ２系）に必要な予算（約７０億円）を配分 

○木津川上流水処理施設（７系）は令和６年度完成に必要な予算（約１０億円）を 

 配分 

○その後は木津川の流入量増や高度処理化等に必要額を配分（約５７億円）  

【７．今後必要投資額の見通し（案）】［施設増設・雨水］ 
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○当面は限られた予算の中で改築更新等を進めていく必要があるため、必要最小限に抑えて改築更新を実施 

 （目標耐用年数を超過し、かつ重要度の高い施設を抽出） 

○耐震性能のない施設の耐震化工事を進め耐震性能の向上を図るとともに、既存設備が支障となる箇所につ 

 いては、改築更新の際に合わせて耐震補強を行うなど効率的な実施に努める。 

【７．今後必要投資額の見通し（案）】［改築更新・耐震］ 
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桂川右岸 

自家発電設備【更新】、受変電設備・機械電気設備（第2ポンプ棟）【更新】 

土木機械電気設備(水処理施設B1・B2系)【更新・耐震】、送風機設備（送風機棟）【更新・耐震】 

木津川 

宮津湾 

木津川上流 

受変電設備・監視制御装置(電気棟、送風機棟、第1ポンプ棟、管理棟)【更新】 

汚泥乾燥設備・消化タンク【更新】 

放流渠【耐震】 

汚泥脱水設備(汚泥処理施設)【更新】 

管更生【更新】 

汚泥脱水設備【更新】 

管理棟 中央監視【更新】 

水処理施設 １・２系【更新】 

汚泥脱水機棟・ﾎﾞｲﾗｰ棟・汚泥消化ﾀﾝｸ【更新】 

宮津幹線【耐震】 

沈砂池【更新】 

中継ポンプ場（５ポンプ場）【耐震・津波】 

第１・第２ポンプ棟【更新・耐震】 

中央監視装置（汚泥濃縮棟）【更新】 

水処理施設 

汚泥処理施設 

その他施設 相楽中継ﾎﾟﾝﾌﾟ場【更新】 

幹線管渠 

汚泥処理施設 

その他施設 

水処理施設 

水処理施設 

汚泥処理施設 

汚泥処理施設 

幹線管渠 

汚泥脱水設備(脱水機棟)【更新】 汚泥濃縮設備(汚泥濃縮棟)【更新・耐震】、円形・卵形消化槽【更新・耐震】 

管更生(東幹線・西幹線)【更新】 

建築・電気設備(自家発電棟・送風機棟)【更新】 

消化ガス発電【更新】  

※耐震対策は赤字で示す 

（設備更新に合わせた耐震補強も含む） 

土木機械電気設備(水処理施設B系･D系)【更新】 



 

○施設整備 

 ・洛南浄化センターについては、今後の流入量増加等を踏まえ、改築更新や高度処
理化に伴う処理能力の減少も考慮すると、将来的な人口減少を踏まえても、E2
系増設は必須。 

 ・E2系増設を含めた4流域全体の施設整備に必要な額は10年間で概ね２２５億円。 

○改築更新 

 ・ストックマネジメント計画の考え方に基づき、長期的に施設のリスクを悪化させ
ないために最低限必要となる56.5億円/年のペースを10年間で確保。 

 ・年度ごとの実施規模については、予算の平準化や現場条件等から実施可能年度を
踏まえて配分。 

○耐震化・耐水化 

 ・対応必要箇所を抽出し、必要額を計上（10年間で概ね15億円）。 
 

⇒ 今後10年間の投資額は毎年概ね82億円（令和2年度当初予算と同規模） 

 ※なお、PDCAにより、３～５年ごとに見直しを行っていく予定。 

【７．今後必要投資額の見通し（案）】 ～まとめ～ 

投資試算（案）の概要 

長期の財政試算を行うにあたり、
R13以降に急減しないような理屈
が必要。（段階的に82億円から

70億円程度に縮小していく） 
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○第2回投資部会では、今回のご指摘への対応とあわせ、持続的事業経営のための取
組み等についての考え方を示し、今回示した投資試算を精査 

○具体的には以下を想定 

 ・汚泥の有効利用の方向性 

 ・新技術の導入可能性 

 ・処理水量減少への対応方策（施設のダウンサイジング化等） 

 ・流域下水道における広域化・共同化 

 ・執行体制、技術力確保 

○財政部会での検討状況も合わせた経営戦略（案）を提示 

【８．その他】 

第2回投資部会について 

 投資試算（案）の妥当性（新規整備の必要性、改築更
新の考え方等を含む）について、ご意見をお願いいた
します。 

 あわせて、第2回の進め方についても、ご意見をお願
いいたします。 

 

○第2回投資部会では、今回のご指摘への対応とあわせ、持続的事業経営のための取
組み等についての考え方を示し、今回示した投資試算を精査。 

○持続的事業経営のための取組みとしては、以下を想定。 

 ・汚泥の有効利用、新技術導入、処理水量減少への対策、広域化・共同化、執行体
制・技術力確保 

○財政部会での検討状況も合わせた経営戦略（案）を提示。 

安田修正（本文） 
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